
株主各位 

第７３期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示情報

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」 

計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」 

上記の事項は、法令及び当社定款第１５条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（https://www.hamamatsu.com/jp/ja/our-company/investor-relations/index.html）

に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。 



連結株主資本等変動計算書
( 自　2019年10月 1 日

至　2020年 9 月30日 )
(単位：百万円)

項 目 株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 34,928 34,672 156,036 △20,795 204,842
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 35 35 71
剰 余 金 の 配 当 △6,202 △6,202
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 16,523 16,523

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 35 35 10,320 △0 10,391
当 期 末 残 高 34,964 34,708 166,357 △20,795 215,234

(単位：百万円)

項 目
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 744 △1,877 △752 △1,885 689 203,647
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 71
剰 余 金 の 配 当 △6,202
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 16,523

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) △1 △274 △391 △668 144 △523

当 期 変 動 額 合 計 △1 △274 △391 △668 144 9,868
当 期 末 残 高 742 △2,152 △1,144 △2,553 834 213,515
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連 結 注 記 表 

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数 ２１社 

主要な連結子会社の名称

ハママツ・コーポレーション

浜松光子学商貿（中国）有限公司 

ハママツ・ホトニクス・ドイチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー

ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・エル

なお、当連結会計年度にハママツ・ホトニクス・コリア・カンパニー・リミテッドを株式取得によ

り、ホトニクス・マネージメント・ヨーロッパ・エス・アール・エルを設立したことに伴い、当連

結会計年度より連結の範囲に含めております。

（２）非連結子会社の数  １社 

非連結子会社の名称 

㈱浜松ホトアグリ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結

計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社の数  ４社 

主要な関連会社の名称

浜松光電㈱ 

（２）持分法を適用していない非連結子会社（㈱浜松ホトアグリ）は、当期純損益及び利益剰余金等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、北京浜松光子技術股份有限公司、浜松光子学商貿（中国）有限公司、浜松光

子学科学儀器（北京）有限公司、浜松光子医療科技（廊坊）有限公司及び㈱磐田グランドホテルを除

いてすべて連結決算日と一致しております。 

北京浜松光子技術股份有限公司、浜松光子学商貿（中国）有限公司、浜松光子学科学儀器（北京）有

限公司及び浜松光子医療科技（廊坊）有限公司の決算日は 12 月 31 日でありますが、６月 30 日におい

て仮決算を実施したうえ連結計算書類を作成しております。なお、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上、必要な調整を行っております。 

また、㈱磐田グランドホテルの決算日は３月 31 日でありますが、９月 30 日において仮決算を実施し

たうえ連結計算書類を作成しております。 

４．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券 

 時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定） 
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     時価のないもの 

総平均法に基づく原価法 

   デリバティブ 

時価法 

   たな卸資産 

主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）によっております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、海外連結子会社は主として定額法によっております。 

   無形固定資産 
主として定額法によっております。 

ただし、当社及び国内連結子会社が所有する市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数

量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額

を計上しております。また、顧客関連資産ついては、効果の及ぶ期間（10 年）に基づく定額法によ

っております。 

   リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

   使用権資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 

当社及び連結子会社の一部は、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

   厚生年金基金解散損失引当金 

    全国電子情報技術産業厚生年金基金の解散に伴い発生する損失の見込額を計上しております。 

（４）退職給付に係る負債の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年

金資産を控除した額を計上しております。 

過去勤務費用については、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10 年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整のうえ、純資産の部に

おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、海外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。 

 

3



  

（６）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却につきましては、10 年以内の一定の年数により均等償却を行っております。 

なお、金額が僅少な場合には発生年度に全額を償却しております。 

（７）その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

【会計方針の変更に関する注記】 

（ＩＦＲＳ第 16 号「リース」の適用） 

当連結会計年度より、一部の在外連結子会社は、ＩＦＲＳ第 16 号「リース」を適用し、原則としてすべて 

の借手としてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上しております。 

本基準の適用にあたっては、経過的な取扱いに従っており、本基準の適用による累積的影響を適用開始日 

に認識する方法を採用しております。 

 この結果、当連結会計年度末の使用権資産が 616 百万円増加し、流動負債のその他が 182 百万円及び固定 

負債のその他が 352 百万円増加しております。また、従来連結貸借対照表の無形固定資産のその他に含め 

ていた土地使用権 75 百万円については、使用権資産に含めて記載しております。 

 なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。   

 

【追加情報】 

（会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響について） 

 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い世界各国において経済活動の停滞化とその長期化懸念により、製品 

納入遅延や受注機会の減少などの影響を受けたことから、当社グループの 2020 年９月期の事業活動及び業 

績に影響を及ぼしております。新型コロナウイルス感染症の終息時期などを正確に予想することは困難な 

状況にありますが、この影響は 2021 年９月期の上半期まで続き、同下半期にかけて回復に向かうと仮定し 

て、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等に係る会計上の見積りを行っております。 

なお、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は、不確実性が高いため、上記仮定に変化が生じた場 

合は、将来における財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

【連結貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産 

   現金及び預金        3,600 百万円 

   建物及び構築物 690  

   土地            609     

   計             4,899  

  上記に係る債務 

   短期借入金         1,031 百万円 

   １年内返済予定の長期借入金 30  

   流動負債その他（従業員預り金） 2,326       

   計             3,387 

（注）上記に係る債務以外に、現金及び預金のうち 100 百万円は、一般財団法人浜松光医学財団の当座貸越

契約の担保に供しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 163,134 百万円 

投資不動産の減価償却累計額 1,299 百万円 
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【連結損益計算書に関する注記】 

１．研究開発費 

研究開発費は一般管理費として表示しており、その総額は 12,147 百万円であります。 

 

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

    普通株式   165,027,259 株 

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配 当 額 

基準日 効力発生日 

2019 年 12 月 20 日 
定時株主総会 

普通株式 3,101 百万円 20 円 
2019 年 

９月 30 日 
2019 年 

12 月 23 日 

2020 年５月 13 日 
取締役会 

普通株式 3,101 百万円 20 円 
2020 年 

３月 31 日 
2020 年 
６月２日 

 

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

   2020 年 12 月 18 日開催予定の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

    普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 3,101 百万円 

    ②配当の原資 利益剰余金 

    ③１株当たり配当額 20 円 

    ④基準日 2020 年９月 30 日 

    ⑤効力発生日 2020 年 12 月 21 日 

 

【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針  

待機資金の運用については、安全性、流動性を第一に考え、高格付金融機関への預金等を中心に実施

しております。 

資金調達については、金利、調達環境を勘案し、金融市場または資本市場より実施する方針でありま

す。 

デリバティブ取引については、一部の連結子会社において、外貨建債権債務の変動リスクを軽減する

ために、実需の範囲内で行うこととし、投機的な取引は行わない方針であります。   

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建の営業

債権は、為替の変動リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、主に金銭の信託及び

取引先企業との事業提携・連携強化を目的とする株式であります。株式は市場価格の変動リスクに晒

されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日であります。また、

その一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

デリバティブ取引は、通常の輸出入取引による外貨建債権債務に伴う、為替相場の変動によるリスク

を軽減するために、先物為替予約取引を行っております。先物為替予約取引は、為替相場の変動によ

るリスクを有しております。 

（３）金融商品に関するリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権については、経理規定に従い取引先ごとの期日及び残高を管理するとともに、財務
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状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社に準

じた管理を行っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、輸出の大部分を円建で行うことにより、為替の変動リスク軽減を図っております。また、一

部の連結子会社において、外貨建債権債務について通常の輸出入取引に伴う為替相場の変動によるリ

スクを軽減するために、先物為替予約取引を実需の範囲内で行うこととしております。 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

また、満期保有目的の債券以外のものについては、保有状況を継続的に見直しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社及び連結子会社が資金計画を作成・更新するなどの方法により、手元流動性を当社売上高の３ヶ

月相当以上に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2020 年９月 30 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参

照）。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（１）現金及び預金 

（２）受取手形及び売掛金 

（３）有価証券及び投資有価証券 

73,763 

32,220 

8,399 

73,763 

32,220 

8,399 

― 

― 

― 

資産計 114,383 114,383 ― 

デリバティブ取引（※） ( 2) ( 2) ― 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については（  ）で示しております。 

  

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

（３）有価証券及び投資有価証券 

金銭の信託等については短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。また、株式等は主に取引所の価格によっておりま

す。 

デリバティブ取引 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 1,317 百万円 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（３）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

10 年以内 
10 年超 

預金 

受取手形及び売掛金 

有価証券 

（１）債券 

（２）金銭の信託 

73,744 

32,220 

 

634 

6,000 

 ― 

 ― 

 

― 

― 

 ― 

 ― 

 

― 

― 

 ― 

 ― 

 

― 

― 

合計 112,599  ―  ―  ― 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 1,373 円 79 銭 

２．１株当たり当期純利益 106 円 73 銭 

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

   ①連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 16,523 百万円 

   ②普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 16,523 百万円 

   ③普通株式の期中平均株式数 154,808,658 株 

 

【企業結合等関係】 

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称  ハママツ・ホトニクス・コリア・カンパニー・リミテッド 

事業の内容     画像計測機器の輸入販売、製造、製品保守サービス、技術サポート 

（２）企業結合を行った主な理由 

韓国内の画像計測機器事業の販売体制を強化し、韓国の半導体メーカーなどの要求に応えることで、

アジア地域でのさらなる売上拡大を目指してまいります。 

（３）企業結合日 

2020 年３月６日（株式取得日） 

2020 年３月 31 日（みなし取得日） 

（４）企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

（５）結合後企業の名称 

ハママツ・ホトニクス・コリア・カンパニー・リミテッド 
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（６）取得した議決権比率 

55％ 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が、現金を対価として株式を取得したことによるものであります。 

 

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間 

2020 年４月１日から 2020年９月 30 日まで 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

 

  取得の対価   現金   498 百万円   

 取得原価         498 

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額 

アドバイザリー費用等   60百万円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（１）発生したのれんの金額 

354 百万円 

（２）発生原因 

取得原価が純資産額を上回ったため、その差額をのれんとして計上しております。 

（３）償却方法及び償却期間 

８年間にわたる均等償却 

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産 197 百万円 

固定資産 72       

資産合計 269 

 
流動負債 7 百万円 

固定負債 －       

負債合計 7 

 
７．のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに加重平均償却期間 

該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書
( 自　2019年10月 1 日

至　2020年 9 月30日 )
(単位：百万円)

項 目

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
特別償却
準 備 金

配当準備
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 34,928 34,636 695 5 6,500 91,600 21,249 △20,791 168,824
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 35 35 71
特別償却準備金の取崩 △4 4 －
別途積立金の積立 11,000 △11,000 －
剰余金の配当 △3,101 △3,101
剰余金の配当
（中間配当） △3,101 △3,101
当 期 純 利 益 13,519 13,519
自己株式の取
得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)

当期変動額合計 35 35 － △4 － 11,000 △3,679 △0 7,387
当 期 末 残 高 34,964 34,672 695 1 6,500 102,600 17,570 △20,791 176,211

(単位：百万円)

項 目

評価・換
算差額等 純 資 産

合 計その他有
価証券評
価差額金

当 期 首 残 高 744 169,569
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 71
特別償却準備金の取崩 －
別途積立金の積立 －
剰余金の配当 △3,101
剰余金の配当
（中間配当） △3,101
当 期 純 利 益 13,519
自己株式の取
得 △0
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額) △1 △1

当期変動額合計 △1 7,385
当 期 末 残 高 742 176,954
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個 別 注 記 表 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式については総平均法に基づく原価法、その他有価証券については、時価の

あるものは事業年度末日の市場価格等に基づく時価法によっており、評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法により算定しております。時価のないものは総平均法に基づく原価法に

より評価しております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお

ります。 

（１）商品、製品、仕掛品及び原材料 

総平均法 

（２）貯蔵品 

最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は建物が３年～50 年、機械及び装置が３年～17 年であります。 

（２）無形固定資産 

ソフトウエア以外の無形固定資産の減価償却方法は、定額法によっております。市場販売目的のソフト

ウエアについては、見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを

比較し、いずれか大きい額を計上しております。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

（３）厚生年金基金解散損失引当金 

全国電子情報技術産業厚生年金基金の解散に伴い発生する損失の見込額を計上しております。 
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（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。 

（５）関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案して、当社が負担することとな

る損失の見込額を計上しております。 

 

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

（２）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

【追加情報】 

（会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響について） 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い世界各国において経済活動の停滞化とその長期化懸念により、製品納 

入遅延や受注機会の減少などの影響を受けたことから、当社の 2020 年９月期の事業活動及び業績に影響を 

及ぼしております。新型コロナウイルス感染症の終息時期などを正確に予想することは困難な状況にありま 

すが、この影響は 2021 年９月期の上半期まで続き、同下半期にかけて回復に向かうと仮定して、固定資産 

の減損や繰延税金資産の回収可能性等に係る会計上の見積りを行っております。 

なお、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は、不確実性が高いため、上記仮定に変化が生じた場合 

は、将来における財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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【貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産 

現金及び預金 3,600 百万円 

上記に係る債務 

従業員預り金 2,326 百万円 

関係会社の借入金 908 百万円 

計 3,235 百万円 

（注）上記に係る債務以外に、現金及び預金のうち 100 百万円は一般財団法人浜松光医学財団の当座貸越契

約の担保に供しております。 
２．有形固定資産の減価償却累計額 153,184 百万円 

  投資不動産の減価償却累計額 1,246 百万円 

３．有形固定資産の取得価額より直接減額されている圧縮記帳額 

建物 1,149 百万円 

機械及び装置 2,635 百万円 

工具、器具及び備品 466 百万円 

土地 573 百万円 

４．保証債務 

関係会社の金融機関からの借入れに対する債務保証額 319 百万円 

（注）上記以外に、浜松光子学科学儀器（北京）有限公司における顧客からの前受金について、金融機関が

行っている契約履行保証に対して、50 百万中国元を上限として再保証を行っております。 

５．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権  15,265 百万円 

短期金銭債務 741 百万円 

 

【損益計算書に関する注記】 

１．関係会社との取引 

関係会社に対する売上高 72,287 百万円 

関係会社からの仕入高 6,628 百万円 

関係会社との営業取引以外の取引高 4,166 百万円 

２．研究開発費 

研究開発費は一般管理費として表示しており、その総額は 11,404 百万円であります。 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 9,945,372 株 
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【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

退職給付信託設定額 3,020 百万円 

減価償却費限度超過額 2,267  

退職給付引当金限度超過額 1,771  

賞与引当金限度超過額 1,162  

たな卸資産評価損 413  

減損損失 236  

投資有価証券評価損 210  

未払事業税 205  

その他 1,338  

繰延税金資産小計 10,625  

評価性引当額 △1,332  

繰延税金資産合計 9,293  

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額 △115 百万円 

資産除去債務に対応する資産 △32  

その他 △24  

繰延税金負債合計 △172  

繰延税金資産の純額 9,120  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 29.86 ％ 
（調整） 

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △5.63  

税額控除 △4.96  

交際費等永久に損金算入されない項目 2.25  

評価性引当額の増減 1.00  

その他 △0.85  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.67  
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【関連当事者との取引に関する注記】 

１． 親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 

２． 役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）

割合 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 
期末 
残高 

役員 晝馬 明 
当社代表 

取締役社長 

（被所有） 
直接 0.1％ 
間接 1.5％ 

金銭報酬債
権の現物出
資（注） 

金銭報酬債
権の現物出
資（注） 

11 － － 

（注）譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものです。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 1,141 円 04 銭 

２．１株当たり当期純利益 87 円 18 銭 
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